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か
ら 

   
福
島
県
浪
江
町
津
島
地
区

(

95
㎢
□
450
世
帯
１
４
０
０

人)

は
高
濃
度
の
放
射
能
汚

染
の
た
め
□
全
住
民
が
避
難

を
強
い
ら
れ
た
□
今
も
帰
還

困
難
区
域
に
指
定
さ
れ
□
管

理
不
能
の
家
屋
は
草
木
に
覆

わ
れ
□
動
物
の
侵
入
で
損
壊
□

田
畑
は
森
林
と
化
し
□
地
域

は
荒
廃
し
て
い
る
□ 

地
区
全
体
の
除
染
計
画
は

示
さ
れ
ず
□
住
民
は
子
・
孫

に
負
の
遺
産
を
遺
せ
な
い
と

断
腸
の
思
い
で
家
屋
の
解
体

を
決
断
し
て
い
る
□ 

津
島
地
区
の
1.6

％
が
復

興
拠
点
と
し
て
規
制
が
解
除

さ
れ(

23
年
３
月)

□
復
興
住 

 

                 

宅
10
棟
□
役
場
支
所
が
整
備

さ
れ
た
が
イ
ン
フ
ラ
が
未
整

備
で
□
年
間
１
msv
を
超
え
る

放
射
線
へ
の
懸
念
な
ど
□
復

興
は
遠
い
□ 

      
 
 
 

２
０
１
５
年
□
住 

民
の
半
数
が
原
告 

団
を
結
成
□
国
と 

東
電
を
提
訴
□
請 

求
趣
旨
は
□
現
状 

回
復
と
損
害
賠
償
□

賠 
 
 
 

２
０
２
１
年
□ 

福
島
地
裁
判
決
は 

国
・
東
電
の
責
任 

 
 
 
 

を
認
め
□
総
額
10 

現
状 

 

億
円
の
賠
償
を
命 

 
 
 
 

じ
た
が
現
状
回
復 

は
却
下
□ 

 

原
告
ら
は
高
裁
に
控
訴
□

今
年
３
月
結
審
□
判
決
の
見

込
み
□
原
告
団
は
昨
年
12
月
□ 

□
汚
し
た 

ら
き
れ
い 

     に
し
て
返
せ
□
と
被
害
の
全

面
解
決
を
求
め
る
集
会
を
開

き
ま
し
た
□ 

 

            

  
 
 
 
 
 
 
 
 

                                   

                                   

 
 
第１３３０号(１月22日、王子公園駅) 
  統一協会、献金、国保追及逃れ解散 
第１３３１号(２月12日、阪急六甲駅) 
  高市政権に白紙委任したのではない 
第１３３２号(２月19日、王子公園駅) 
  被団協結成70年、核廃絶への歩み 
第１３３３号(２月26日、阪神大石駅) 
  選挙結果は民意を反映していない 

 
 

飴
ち
□
ん

あ
げ
る 

み
た
い
に
ギ
フ
ト 

一
千
万 

高
市
首
相
が
当
選
し
た
衆

院
議
員
３
１
５
人
に
３
万
円

の
ギ
フ
ト
□
大
阪
の
お
ば
ち

□
ん
が
□
飴
ち
□
ん
あ
げ
る
□

ぐ
ら
い
の
ノ
リ
で
総
額
１
千

万
を
配
□
た
□
指
摘
に
□
問

題
な
し
□
□
市
民
感
覚
ゼ
ロ
□ 

  

今
□
神
戸
市
の
□
街
路
樹
再
整
備
方
針
□ 

の
も
と
□
大
木
化
し
た
樹
木
が
次
々
と
伐 

採
さ
れ
て
い
る
□
暑
い
夏
に
少
し
で
も
木 

前
市
会
議
員 

陰
が
欲
し
い
の
に
・
・
・
の
声
が
届
く
が
□ 

大
木
化
・
老
木
化
し
た
樹
木
は
安
全
性
が 

危
ぶ
ま
れ
る
□
一
方
□
樹
冠
率
の
観
点
か 

ら
緑
の
持
つ
効
果
も
取
り
沙
汰
さ
れ
て
い 

る
□
王
子
公
園
内
外
の
樹
木
に
つ
い
て
も 

弓
道
場
新
築
・
移
転
の
た
め
に
□
伐
採
を 

す
る
必
要
も
な
い
樹
木
に
つ
い
て
は
住
民 

の
へ
の
説
明
も
な
く
既
に
伐
採
さ
れ
て
い 

る
□
伐
採
は
環
境
破
壊
□
世
に
逆
光
す
る
□ 

年

市
政
□
市
民

 

 
新社会党 灘総支部 

   ０７８－８０１－６５３０ 
 

NPO 法人 働く人の相談室 
   ０７８－９４５－７７０３ 

 

 憲法を生かす会・灘のニュース「憲法さ

んさん」改題 1 号は◇生かす会再スタート

◇ご意見箱は「新憲法誕生とそのころ」◇

鳴海 妥のよもやま話①は「三国志にはま

る」など。改題１号は新社会党灘総支部ホ

ームページからも見ることができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 



                      

                      

                      

     
 
 立

川
会
長
は
□
広
島
・
長
崎

に
投
下
さ
れ
た
原
子
爆
弾
は

多
く
の
命
を
奪
い
ま
し
た
□

被
爆
者
は
こ
の
惨
劇
を
繰
り

返
さ
な
い
た
め
に
核
廃
絶
を

訴
え
て
き
ま
し
た
□
そ
れ
が

評
価
さ
れ
ノ
□
ベ
ル
平
和
賞

を
受
賞
し
ま
し
た
□ 

 

核
使
用
の
危
険
が
迫
る
な

か
で
神
戸
市
に
お
い
て
も
核

廃
絶
の
た
め
に
尽
力
を
お
願

い
し
た
い
□
と
申
し
入
れ
を

行
い
ま
し
た
□ 

  

２
０
１
７
年
７
月
□
核
兵
器

禁
止
条
約
□
が
採
択
さ
れ
□ 

     

今
年
１
月
現
在
□
99 

の
国
・
地
域
が
批
准 

し
て
い
ま
す
□
し
か 

し
□
唯
一
の
戦
争
被 

爆
国
の
日
本
政
府
が 

批
准
し
よ
う
と
は
し 

ま
せ
ん
□ 

全
国
の
自
治
体
議 

会
の
42
％
が
核
兵
器 

禁
止
条
約
の
批
准
を 

求
め
て
い
ま
す
□ 

神
戸
市
も
日
本
政
府
に
対
し

て
□
早
期
批
准
□
の
意
見
書

の
提
出
を
強
く
求
め
ま
す
□ 

 

 

被
爆
者
の
平
均
年
齢
は
86 

     

才
を
超
え
□ 

原
爆
の
悲
惨 

さ
を
後
世
に 

語
り
継
ぐ
こ 

と
は
容
易
で 

は
あ
り
ま
せ 

ん
□
原
爆
被 

害
者
の
会
主 

催
の
□
原
爆 

と
人
間 

写 

真
・
絵
画
展
□

を
神
戸
市
の
□
後
援
□
か
ら

□
共
催
□
と
し
□
教
育
委
員

会
か
ら
市
民
□
児
童
・
生
徒

に
参
加
の
働
き
か
け
を
□
神

戸
市
歴
史
公
文
書
館
で
平
和

教
育
へ
の
一
層
の
尽
力
を
□ 

 
 
 
 
 
 ３月の３の日行動は、アメリカとイスラエルがイランに突然のミサ

イル攻撃を仕掛けて政府要人を殺害、市民にも多数の死傷者を出して

いることに対する抗議の行動となりました。トランプは年明けの３日 
には南米ベネズエラ 
に大規模な軍事攻撃 
を仕掛け、大統領夫 
妻を拘束して連行す 

 
 
 
 
るという暴挙 
を行いました。 
 そしてまた、 
他国の主権を 
侵害・蹂躙する暴挙を重ねました。明らかに国際法、国連憲章に違反

しています。トランプは直ちに攻撃を中止すべきです。 
 日本政府は米国トランプに対し「武力による現状変更はしてはなら

ない」と抗議すべきです。武力攻撃を容認してはなりません。 
 

 
 

春闘は働く人にとって大変重要な

闘いです。賃金引上げ・格差是正の

ために県下の労働組合等が連携して

一斉に行動します。パートアクショ

ン、ホットライン、賃上げ交渉など。

そして、メインのたたかう仲間の集

会。ぜひ参加を。 
 
 
 
 
 
 

神
戸
市
原
爆
被
害
者
の
会
□
立
川 

重
則
会
長
□
は
１
月
27
日
神
戸
市
に
対
し
て 

□
核
兵
器
禁
止
に
向
け
た
取
り
組
み
の
強
化
を
求
め
る
申
し
入
れ
□
を
行
い
ま
し
た
□ 

神戸市に要請する立川会長(右) 

３の日行動は、２０１５年安倍
内閣が進めた安保法制に反対
して作家の澤地久枝さんが「ア
ベ政治を許さない」のスローガ
ンを提唱、毎月３日に掲げよう
という提案で始まりました。 

新社会党声明要旨 
 
 
 

 ２月 28 日、米国とイスラエルはイラ

ン大統領府や最高指導者事務所などイ

ラン全域を爆撃、最高指導者ハメネイ氏

を始め、政権中枢の人々を殺害、南部ミ

ナブでは学校を爆撃した。米の行動は国

際法違反であり、人道上も許されない。 

 トランプ大統領は「米国は圧倒的な力

と壊滅的な武力で支援する。この機を逃

すな」と、イラン国民に体制転換を呼び

かけた。攻撃を続ければ多数の子供たち

が犠牲になり、これからも痛ましい深刻

な事態が生じることは必至である。 
 日本政府は「現象だけを捉えて一概に

非難することはできない」(鈴木自民党幹

事長)と米国批判を回避、国民民主は「政

府対応を 100％支持」と語っている。 
 新社会党は共産・社民、市民連合と共

に「米・イスラエルによるイラン攻撃の

即時中止」を訴え、トランプの暴挙を強

く非難する。     2026.3.2 
 


